







































































































教師 教師A 教師 B 教師C 教師D 教師 E 教師 F
学校種別 普通校 普通校 普通校 外国語学校 外国語学校 職業学校













































授業頻度（週） １回／４５分 ３回／４０分 １回／４０分 ２回／４０分 １回／４０分 ８回／４０分
５．分析方法
インタビューの内容を文字化し、次の手順で分析した。（図１）
①二外の困難点が語られている部分にマーカーを付け、取り出す。
②類似した発言を集め、１枚のカードにまとめる（白のカード）。
③各カードをカテゴリーに分類する（グレーのカード）。複数のカテゴリーに入るものもあっ
た。（図２）
６．分析結果
分析の結果、カテゴリーは【興味・学習動機】【教材・リソース】【異文化理解】【教え方】【学
習内容】【生徒の負担】【カリキュラム】【教師の成長の場・ネットワーク】【教師の日本語能力
の低下】に分けられた。各カテゴリーの回答をさらに分析した結果、中でも【学習内容】【興
味・学習動機】【異文化理解】が困難点を感じる要因に大きく関わっていることが明らかにな
った。以下で分析の結果明らかとなった二外教師が抱える困難点とその要因を述べる。
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図２ カテゴリー分類
６．１ 一外の教授観の影響
【学習内容】に分類されたものを見たところ、「学習内容が定着しない」「授業時間が足り
ない」等の発言が見られた。一例となる発言は次の通りである。
習ったことはすぐ忘れました。単語を覚えるのは生徒たちにとってはちょっと。（教師A）
かなとか言葉とか文法とか、覚えなければなりませんから。で、覚えるときはちょっとつ
まらないですよ。だんだん興味がなくなる人もいますよ。（教師D）
上記のような悩みは、教師の一外の教授観が影響していると推察される。受験のための日本
語教授から抜け出せず、二外でも言語知識の獲得を必須だと考えていることがうかがえる。実
際のところ、一外向けの教科書を使って教え始め、教科書の途中で学期が終わるというのが二
外授業の実状となっている。
教師側の一外の教授観によって設定された【学習内容】は、【生徒の負担】【興味・学習動
機】【カリキュラム】にも関わる様々な困難点の根源となっている。生徒に対する調査（清水
他 ２０１６）では、学習者が文字習得や学習内容量の多さに困難と負担を感じていることが明ら
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かになっている。教師に対し一外とは異なる二外の目標を確認し、必要な学習項目を検討する
よう働きかけることで、上記の様々な困難点を改善できる可能性がある。
６．２ 新たな役割への困惑
一外は受験を目標とするため、教師からの働きかけがなくても、受験のために強い学習動機
が維持される。教師は、生徒に知識を与える「専門家」、或いは指示を与える「教授者」とし
ての役割が求められる。一方、二外の生徒は興味があることには取り組むが、学習内容が複雑
になると興味を失くしてしまう。
アニメと日本文化を教えるときは興味を持ってみる。でも文法を教えるときは…。（教師F）
二外は興味だけでしている。難しい文法等が出てくると興味がだんだんなくなる。（教師D）
二外では、教師が生徒のニーズに応え学習を奨励する「ファシリテータ」や、「情報提供者」
等の新たな役割を担い、生徒の【興味・学習動機】を維持しながら、素質教育や異文化理解を
目指した授業を行っていくことが求められている。一外と同様の役割に徹していては、【学習
内容】や【生徒の負担】を増やし、【興味・学習動機】を維持できない。しかし分析結果から、
教師が二外での新たな役割に気づいていない、もしくは、困惑している様子が見てとれた。【教
え方】に不安を感じたり、【教師の成長の場・ネットワーク】にその解決策を求めたりしてい
るのは、二外の教師としての役割に困惑していることに起因していると見られる。これらの悩
みの解決策として、【教材・学習リソース】が必要だと考える教師が多かったため、このカテ
ゴリーに関する発言も多くなった。教材提供も必要な支援の一つではあるものの、まずは教師
に二外での新たな役割を認識させることで、【興味・学習動機】【学習内容】【生徒の負担】【教
え方】に挙げられた困難点はある程度改善できる可能性がある。また、次の発言からもわかる
ように、教師が二外で多様な役割を経験すること自体が、教え方に変化をもたらす機会につな
がっていることが示唆されており、今後の研修デザインで考慮したい点となった。
二外を教えるときはもっと工夫しました。二外の日本語を教えるときもっと考えたのはど
うやって生徒の興味を集めて授業をやります。だからもっと工夫しますね。（教師A）
教師の知識が必要。文法以外の日本文化とか日本の歴史とか、そういう内容が教師が自分
の頭にあらかじめある必要がありますよね。二外は教師の挑戦がもっと高い。（教師E）
６．３ 異文化理解能力育成に対する認識不足
国際的な視野を身につけること等を通して人間力育成を目指す素質教育では、授業で異文化
理解教育を行うことが重要になる。しかし、【異文化理解】に挙げられた発言を見たところ、
教師らはそもそも異文化理解についてはっきりとした認識を持っていなかった。文化を知識と
捉え、訪日経験がないことや、わからない文化があることを恥じる教師もいた。
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自分の頭の中で異文化はどうやって理解できますか、そういう基本的なものは自分でわか
らないですから、ですから異文化理解への理解を生徒に教えるときも困っています。（教師F）
まもなく改訂される高校の新しい指導要領では、現行の指導要領において文化を知識的に捉
えていた点を反省し、日本語との接触を通して、最終的に自己の文化的立場と態度を形成する
ように記されると見られている（林洪 ２０１７）。JF北京もこの流れを汲み、引き続き研修で異
文化理解を取り上げ、教師の理解を深めていかなければならない。
７．まとめ
上述したように、教師の悩みの多くは、一外の教授観に影響されていること、新たな役割へ
の困惑に起因している。また、異文化理解教育に関する理解は十分ではなく、生徒の異文化理
解能力の養成までは至っていないことが明らかになった。
変化が激しく複雑な２１世紀を生きぬくには、幅広い知識や柔軟で高度な思考力や判断力が求
められるだけでなく、答えのない課題に向き合い、適切な問いを立て、他者と協働しながら問
題解決を図ることが必要となっている（松尾 ２０１５：１１）。このような意識から世界各国で教育
改革が進行している。中国における指導要領の改訂や教育課程の再編成も世界の大きな流れに
位置づけられ、素質教育の重視や二外としての日本語教育課程の設置開始等もその一端である。
一外の指導要領においても、知識の習得だけを目標とせず、言語知識や言語技能を活用して
課題を解決するコミュニケーション能力を育てることが目標の一つとして定められている。し
かし、指導要領の先進性にも関わらず、大学受験時に高得点をとることが目標とされ、多くの
教育現場では知識偏重型教育が行われているのが実状である。
日本語教師の多くは、一外教育すなわち受験のための教育で経験を積み、実績をあげてきた。
教材も教授法もほぼ確立されている。このような状況では、教師自身の学習観や教授観が自ら
革新されることは少ない。二外としての日本語教育の現場は多様であるが、共通していること
は大学受験を目標としないことである。指導要領もなければ、明確な教授法も教材もなく、現
場によって目的も様々である。今回の調査でも明らかになったように、日本語教師は多くの悩
みをかかえている。一方で、大学受験という縛りがないからこそ、現場にあわせて自由に、人
間形成のための素質教育を実現することができるとも言える。
今回の調査で、異文化理解能力の育成について、教師の認識がいまだ不足している状況もわ
かった。文化知識を与えるだけではなく、日本語教育を通じて相互理解をもたらすための方法
論について今後も検討が必要である。
現状では、それぞれの二外日本語の教育現場における目標を教師が定められず、一外教育の
方法を援用していることが問題の一つである。二外教育においては、各現場・学習者に応じた
目標設定が肝要であり、目標に合致した学習内容、教授法、教材そして評価方法を選択する必
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要がある。的確な目標設定は、二外日本語を履修している学習者の学習動機付けを促進し、新
たな能力開発に結びつくにちがいない。
今後、今回の調査・分析を踏まえて、二外の各教育現場の実態に応じた目標設定方法、目標
に応じた学習内容の選択、さらには評価方法について検討する機会となる研修を企画していき
たい。また、自らの教育実践を省察することにより「ファシリテータ」としての役割を担う教
師、学習者の異文化理解能力を育成する教育実践を行う教師の育成も念頭におく所存である。
〔注〕
（１）中国では地方や学校の特色を生かした教育課程編成づくりを推進しているため、教育課程の基準は国が
定めているが、地方や学校が実状に合わせて調整、実施できる。
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